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２　女性の管理職への登用推進と能力向上機会の充実

(4)市職員・教職員における女性の管理職への積極的登用の推進

女性職員の職域・職務拡大を推進します

基本目標１　社会における意思決定への女性の参画拡大

　働く場、地域活動等の意思決定の場に女性が参画できるよう、積極的改善措置（ポジティブ・アクション）を念頭においた取
組等を進め、男女が共に暮らしやすい社会の実現を図ります。また、女性の活躍推進やワーク・ライフ・バランスの推進に取組
む事業所を認定し、女性の活躍推進を図ります。

施策の基本的方向・具体的施策・施策内容

１　女性の参画拡大のための環境整備

(1)ポジティブ・アクション（積極的改善措置）の推進

女性委員のいない審議会等をなくし、女性の参画率40％を目標とします

審議会等において、女性と公募による委員の積極的登用を推進します

市内事業所に対して、女性の管理職への登用に関する啓発や情報提供を充実します

(2)審議会等への女性の参画拡大のための環境整備

女性の職員・教職員の管理職への登用拡大を図ります

(5)市職員・教職員における女性の能力向上機会の充実

女性の職員・教職員が能力向上できる研修の機会を提供します

女性職員の職域・職務拡大や管理職への登用について、理解が進むよう職員への研修・啓発を行います

女性人材情報を充実し、活用します

地域における方針決定過程への女性の参画拡大を図るため、各種団体等に対して女性の積極的登用について
の啓発を推進します

市内事業所や大学等との連携、リーダー養成講座等を通して女性リーダーの発掘・育成を進めます

(3)市内事業所等における女性の活躍推進のための支援

「女性の活躍推進」に関する認定制度を創設し、女性の活躍推進に関する取組の推進を図ります

総合評価一般競争入札に男女共同参画に積極的に取組む事業所に対する評価を採り入れます
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令和３年度の取組内容 取組に対する評価と今後の課題等
令和４年度
の方向性

第3次計画
(R5～R9)に
おける方向

性

⇒左記を選択した理由や今
後５年間の方針、目標等

担当課

各種審議会等委員の女性委員比率
（40％）の目標達成に向けて、各課
に女性の登用について呼びかけた。

各種審議会等における女性委員登用
率を40％に近づけることを目標とし
て、女性の登用について各課へ積極
的に呼びかけた。今後、委員の調査
の際に、目標達成していない審議会
等に対し、再検討してもらうよう、
仕組みを検討する必要がある。

継続 継続

女性委員登用率　40％

女性委員の登用率は、
年々増加しているが、目
標としている40％に達し
ていない審議会等が約半
数ある。引き続き、女性
委員の登用率向上に向け
た仕組みを検討する。

政策企画
課

「審議会等への女性委員の登用指
針」の平成33年度末までの目標であ
る女性委員の登用率40％達成を引き
続き働きかけた。

R3年度の審議会等の女性委員の登用
率が35.9％となり、前年度より増加
しているが、目標値に達していない
ため、さらに各課に啓発する必要が
ある。

継続 継続

「審議会等への女性委員
の登用指針」の改正後の
新たな目標値の達成を目
指す。

人権・男
女共生課

2
各種審議会等委員の女性委員比率を
高めるため、各課に女性委員の登用
について呼びかけた。

各種審議会等における女性委員登用
率を40％に近づけることを目標とし
て、女性の登用について各課へ積極
的に呼びかけた。また、審議会等委
員の公募については、引き続き、公
募実施要領や選任基準等に関する指
針に基づく運用に努めた。

継続 継続 （１の施策と統合）
政策企画

課

3

広報誌・ホームページ等を活用し、
市内事業所に対して、女性の活躍に
ついて、啓発活動に努めた。

働きやすい職場づくり推進事業所認
定制度を実施した。
〔認定事業所数〕９事業所

市が認定する働きやすい職場づくり
推進事業所について、新たに9事業所
を認定し、認定事業所は延べ25事業
所となった。
今後も広報誌・ホームページ等を活
用し、市内事業所に対して、女性の
活躍について、啓発活動に努める。

継続 継続
商工労政

課

令和３年度の取組内容 取組に対する評価と今後の課題等
令和４年度
の方向性

第3次計画
（R5～R9）
における方

向性

⇒左記を選択した理由や今
後５年間の方針、目標等

担当課

4
各課から寄せられる女性人材情報を
取りまとめ、データ化した。

昨今は、インターネット等により
様々な情報が手に入りやすいため、
当事業の拡充については検討しない
が、女性人材を探す際のツールの一
つとして、継続して実施する。

継続 継続
人権・男
女共生課

5

自主防災会女性部と連携し、地域で
の防災活動への女性参画を促進する
ための女性防災講座を開催した。
〔内　容〕女性の視点・多様な視点
をいかした地域防災講座
〔実施日〕令和３年８月29日
          令和３年10月３日
          令和４年２月11日
〔参加人数〕52人

オンラインと対面の方法により実施
した。コロナ禍の中で多様な視点で
防災活動を考えることは、「みんな
が助かる」地域防災につながること
から、今後もこのような講座等を開
催していく必要がある。

継続 継続
人権・男
女共生課

6

自主防災会女性部と連携し、地域で
の防災活動への女性参画を促進する
ための女性防災講座を開催した。
【再掲　施策番号５】

オンラインと対面の方法により実施
した。コロナ禍の中で多様な視点で
防災活動を考えることは、「みんな
が助かる」地域防災につながること
から、今後もこのような講座等を開
催していく必要がある。

継続 継続
人権・男
女共生課

施策の基本的方向１　女性の参画拡大のための環境整備

（具体的施策　１）ポジティブ・アクション（積極的改善措置）の推進

施策内容

女性委員のいない審議会等を
なくし、女性の参画率40％を
目標とします

審議会等において、女性と公
募による委員の積極的登用を
推進します

市内事業所に対して、女性の
管理職への登用に関する啓発
や情報提供を充実します

（具体的施策　２）審議会等への女性の参画拡大のための環境整備

女性人材情報を充実し、活用
します

地域における方針決定過程へ
の女性の参画拡大を図るた
め、各種団体等に対して女性
の積極的登用についての啓発
を推進します

市内事業所や大学等との連
携、リーダー養成講座等を通
して女性リーダーの発掘・育
成を進めます

施策内容
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令和３年度の取組内容 取組に対する評価と今後の課題等
令和４年度
の方向性

第3次計画
（R5～R9）
における方

向性

⇒左記を選択した理由や今
後５年間の方針、目標等

担当課

自治会をはじめ、地域の各種団体が
集い、地域の課題の洗い出し・共有
から解決方策を検討するため、地域
活動活性化に向けたワークショップ
を実施した。
【実施校区】
地域自治組織結成校区：中津、豊川
（２校区）

地域活動活性化に向けたワーク
ショップにおいて、地域の各種団体
で活躍されている方々が参画し、地
域の将来像や、年齢を問わず参加で
きる地域活動、既存の地域行事の見
直しを視野に入れた取組などのアイ
デアが出された。
今後も各地域において活躍されてい
る方々と共に地域課題等の解決に向
けた協議の場づくりの推進に努め
る。

継続 継続

地域の多様な団体が出会
い、団体の活動内容や課
題を共有することで、課
題解決に向けたアイデア
や地域の将来像を共有で
きる機会であるため、
ワークショップの実施を
継続する。

市民協働
推進課

関係課と連携し、「女性の活躍推
進」を進める事業所が増えるよう
ホームページ等で情報提供した。

「女性の活躍推進」を進める事業所
は増加の傾向にあるため、今後とも
ホームページ等で「女性の活躍推
進」に関する取組の推進を図る。

継続 継続
人権・男
女共生課

働きやすい職場づくり推進事業所認
定制度を実施した。
【再掲　施策番号３】

啓発活動やインセンティブの拡充等
により、働きやすい職場づくり推進
事業所について、新たに9事業所を認
定し、認定事業所は延べ25事業所と
なった。
女性の活躍推進に関する取組の促進
を図るため、働きやすい職場づくり
推進事業所認定制度を実施する。

継続 継続
商工労政

課

8
該当案件がなく、総合評価一般競争
入札を実施していない。

評価項目として採用することは、計
画推進の観点から今後も継続してい
く。

継続 継続
今後も継続して、評価項
目として採用していく。

契約検査
課

令和３年度の取組内容 取組に対する評価と今後の課題等
令和４年度
の方向性

第3次計画
（R5～R9）
における方

向性

⇒左記を選択した理由や今
後５年間の方針、目標等

担当課

女性職員を各部署の多様なポストに
積極的に配置するとともに、キャリ
アデザインを尊重した適材適所の人
材配置を推進した。

各部署の多様なポストに積極的配置
を行った。引き続き、女性職員の
キャリアデザインを尊重した配置を
推進する。

継続 継続

女性職員の職域・職務範
囲の拡大を推進するた
め、継続的に適材適所の
人材配置に努める必要が
あるため。

人事課

女性教職員の職域・職務拡大を推進
した。

一定推進が図れているが、今後も、
首席・指導教諭の任用について積極
的な推薦を各学校長に呼びかけてい
く。

継続 継続

首席・指導教諭は、学校
管理職及び指導主事候補
者と考えているため、今
後も積極的な推薦を各学
校長に呼びかけていく。

教職員課

女性職員の職域・職務拡大を推進し
た。

女性職員の職域・職務を限定するこ
となく、人材配置を行い、推進に努
めている。今後も制限することな
く、積極的に職域・職務の拡大を推
進する必要がある。

継続 継続

引き続き女性職員の職
域・職務を限定すること
なく人材配置を行い、推
進に努めていく。

水道部総
務課

火災、救急現場に出動する分野への
配置を推進した。また、庁舎内の女
性専用設備の充実を図った。

庁舎改修等にあわせて、女性専用設
備の整備を行い、今後も引き続き積
極的に職域・職務の拡大を推進す
る。

継続 継続

消防職については、全国
的に見ても女性消防吏員
は少なく、国が示す「消
防本部における女性職員
の更なる活躍に向けた検
討会報告書」において、
本市の団体規模では令和
８年度までに女性吏員の
割合を3.2%とすることを
目標として示されている
ことから、その数値目標
を目指す。

消防本部
総務課

施策内容

施策内容

施策の基本的方向２　女性の管理職への登用推進と能力向上機会の充実

（具体的施策　３）市内事業所等における女性の活躍推進のための支援

（具体的施策　４）市職員・教職員における女性の管理職への積極的登用の推進

「女性の活躍推進」に関する
認定制度を創設し、女性の活
躍推進に関する取組の推進を
図ります

総合評価一般競争入札に男女
共同参画に積極的に取組む事
業所に対する評価を採り入れ
ます

女性職員の職域・職務拡大を
推進します
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主査級以下の職員に対してキャリア
デザイン研修を実施し、管理職への
登用を促進した。

〔実施日〕10月25～27日
〔受講者数〕82人（うち女性35人）

キャリア形成について考える機会と
して、若手職員を中心としたキャリ
ア研修を継続的に実施することで、
管理職を目指す職員の増加を図る。

継続 継続

課長級以上の女性職員割
合の目標値（20％）を達
成していないことから、
今後も継続して取り組む
必要があるため。

人事課

女性教職員の管理職への登用拡大を
図った。

一定推進が図れているが、今後も女
性管理職の推薦について、各学校長
に推薦を呼びかけていく。しかしな
がら、新規で任用される教頭の年齢
が下がってきており、女性の管理職
希望者は減少している。

継続 継続

女性教職員数は、男性教
職員数を上回っており、
今後も積極的な推薦を各
学校長に呼びかけてい
く。令和９年度女性管理
職率目標30％。

教職員課

女性職員の管理職への登用拡大を
図った。

女性職員を新たに１名管理職へ登用
した。今後も制限することなく、登
用拡大を推進する必要がある。

継続 継続
今後も女性職員の登用を
制限することなく、拡大
に努めていく。

水道部総
務課

該当する職員はいなかった。
引き続き職歴等を考慮し、登用を推
進する。

継続 継続
女性の参画の拡大を目指
して、積極的に女性職員
の登用を図る。

消防本部
総務課

令和３年度の取組内容 取組に対する評価と今後の課題等
令和４年度
の方向性

第3次計画
（R5～R9）
における方

向性

⇒左記を選択した理由や今
後５年間の方針、目標等

担当課

自治大学校への派遣を推進した。

女性職員の派遣に至らなかったが、
継続して自治大学校をはじめとする
研修の受講を推進し、女性職員の能
力向上を図る。

継続 継続

女性職員の能力向上のた
めには、派遣研修等の長
期に渡る研修について
も、継続して実施する必
要があるため。

人事課

教職員に対して、管理職や首席・指
導教諭・各種主任等を含む中堅教職
員を育成するキャリアステージ・職
種別研修を行い2747人の参加があっ
た。

コロナ禍の影響もあったが、対面と
オンラインを使いわけながら、概ね
計画通りに実施できた。また、教職
員アンケートを実施し、ニーズに対
応した研修計画を立案し、市全体の
参加回数増につなげることができ
た。今後も対面やオンライン、ハイ
ブリッド等、目的や内容に応じて使
いわけて実施し、教職員の資質向上
を図っていく。

継続 継続
教育セン

ター

12

市職員を対象に、男女共生研修を実
施した。
〔実施日〕5月14日
〔対象者〕新任課長級職員
〔受講者数〕12人
〔講　師〕静岡県立大学国際関係学
部教授　犬塚協太さん

市職員を対象に、ハラスメントに関
する研修を実施した。
〔実施日〕４月20日
〔対象者〕新任係長級職員
〔受講者数〕30人
〔講　師〕人権・男女共生課職員

研修の実施により、男女共同参画意
識の醸成を図ることができた。継続
して実施する。

継続 継続
男女共生参画意識のさら
なる醸成に、継続して取
り組む必要があるため。

人事課

施策内容

（具体的施策　５）市職員・教職員における女性の能力向上機会の充実

女性の職員・教職員の管理職
への登用拡大を図ります

女性の職員・教職員が能力向
上できる研修の機会を提供し
ます

女性職員の職域・職務拡大や
管理職への登用について、理
解が進むよう職員への研修・
啓発を行います
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